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１．政府における関連政策動向について
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第７期科学技術・イノベーション基本計画



政府戦略におけるマテリアルの位置づけの変遷

第１期

1996～2000年度

第２期

2001～2005年度

第３期

2006～2010年度

第４期

2011～2015年度

第５期

2016～2020年度

社会的課題解決に必要な

横断的な基盤技術としてのナノテク・材料

分野別推進戦略
（ナノテクノロジー・材料分野）

2006年度～

科学技術基本計画

分野別推進戦略
（ナノテクノロジー・材料分野）

2001年度～

重点分野としてのナノテク・材料
※第２期と第３期ではライフ、情報、環境と共に重点４分野のひとつ

科学技術・イノベーション
基本計画

マテリアル革新力
強化戦略（改定）

2025年～

第７期

2026年度～

4

第６期

2021～2025年度

成長戦略
マテリアル（重要鉱物・部素材）

2021年～

我が国の自律性と不可欠性を支えるナノテク・材料
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第７期科学技術・イノベーション基本計画におけるマテリアル分野の記載
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第７期科学技術・イノベーション基本計画におけるマテリアル分野の記載

【出典】内閣府CSTI基本計画専門調査会（第10回 2025年11月）資料３を基に文部科学省が作成

各技術領域の特性に応じ、
関連する素材・材料、生産
技術等であって戦略的に重
要な技術についても支援の
対象とする。
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日本成長戦略

日本成長戦略会議（第６回）資料より
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日本成長戦略



9

日本成長戦略におけるマテリアル領域

第20回 産業構造審議会 製造産業分科会資料より
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マテリアル革新力強化戦略推進方策

内閣府HP: 大臣・副大臣・大臣政務官「写真
で見る動き」より

R8.6.12 マテリアル
革新力強化戦略推進方策

• エレクトロニクス・自動車・エネルギー・インフラ向け
  不可欠性部素材が主要輸出品として外貨を稼ぐ

• 基礎・先端研究において、国際的なリーダーシップを発揮し、
世界から認められる存在であり続ける

• 川上から川下産業・分析機器産業・アカデミアがつながった
「知のバリューチェーン」を構築し、AI for Materialsで
従来比10倍の開発速度を実現

R8.6.12 
小野田大臣への有識者会議提言手交

https://www.cao.go.jp/minister/2602_k_onoda/
photo/2026_037.html
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マテリアル革新力強化戦略推進方策〈概要〉

•エレクトロニクス・自動車・エネルギー・インフラ向け不可欠性部素材が主要輸出品として外貨を稼ぐ
•基礎・先端研究において、国際的なリーダーシップを発揮し、世界から認められる存在であり続ける

勝ち続けるとは

推進方策
川上から川下産業・分析機器産業・アカデミアがつながった「知のバリューチェーン」を構築し、

AI for Materialsで従来比10倍の開発速度を実現

設備投資 ⚫ 資源循環等に係る設備導入支援

半導体・エレクトロニクス複合材
永久磁石・グリーン鉄
電池・エネルギー材料

資源循環・再生材 国土強靭化・構造材料
等

現在推進しているマテリアル関連施策を加速

AI駆動開発拠点形成・資源リスク克服

⚫ 持続的な共創を生む国際拠点形成

NIMS・産総研のハブ機能強化と産業界・大学・国研

等とのネットワーク強化

• 大規模AIモデル開発・データ工場機能

• AI駆動ラボシステム開発機能

• AI・秘匿計算技術等を活用した共創による複合新

素材開発

• 高セキュアな研究インフラへの更新・増強

拠点形成フィージビリティスタディ実施

• 参画意向企業募集、産学官によるFS実施

（テーマ例：データセンター向け材料、AI駆動マテリ

アルラボシステム等）

→将来：企業からの年会費制でのAIモデル・大量

基盤データ・AI駆動ラボの共同利用

⚫ 資源リスク克服マテリアル創生・実装

• 連携体制の構築・フォローアップ

➢ 経済安全保障重要技術育成プログラム 等

➢ 基礎研究による資源リスク克服 等

研究開発

異次元のマテリアルAI人材育成

⚫ 目標設定：年間3万人育成体制

マテリアル関係修士・博士卒全員1.7万人

＋リスキリング1.3万人＜見習い～独り立ち＞

• スキルセット定義委員会の設置

• モデルカリキュラム策定体制の構築

• 教育用データベース・オンライン教材等の整備

• 教育・学習プログラム提供主体（大学・産業界）へ

の支援

• 国研（NIMS・産総研等）、大学、産業界等での独

り立ち・棟梁レベルの育成体制の構築

⚫ 採用・昇進につながるスキル見える化

• オープンバッジ化、産業界等と連携した受講促進

策・ブランド化 等

⚫ 研究機器の共用化推進・更新・増強

• 研究環境整備

人材育成・研究基盤

AI駆動開発先進国ブランドの形成

⚫ 米・EU・アジアとの共同研究

• 共同研究に向けた検討やWS開催

➢ 米国Genesis Mission

➢ 欧州Horizon Europe

➢ シンガポールAI for Science Initiative

等

⚫ AI for Materials国際チャレンジ開催

• 国際チャレンジ運営支援

⚫ 国際標準化戦略の策定

• 複合新素材の品質等標準化整備

• AI駆動ラボシステム関連標準化

• 秘匿計算によるデータ連携ルール形成

⚫ 国際会議への積極参画

• STSフォーラムの活用

• AI系国際会議への参加者拡大

国際ブランド



○次期科学技術・イノベーション基本計画の初年度として、基礎研究力の抜本的な強化に向けて挑戦的・融合的研究への支援を切れ目なく実施。
○さきがけ終了研究者による発展的なチーム型研究を支援し、革新的な融合領域での成果創出を加速。

睡眠障害ナルコレプシーの原因物質オレキシン
の特定とオレキシンの治療応用（ERATO等）

柳沢 正史 筑波大学 教授

iPS細胞の樹立（CREST等）

山中 伸弥 京都大学教授
※2012年ノーベル生理学・医学賞受賞

○国が定めた戦略目標の下、組織・分野の枠を超えた時限的な研究体制(ネットワーク型研究所)を構築し、イノベーションの源泉となる基礎研究を戦略的に推進。

○チーム型研究のCREST、若手の登竜門となっているさきがけ、卓越したリーダーによるERATO等の競争的研究費を通じて、戦略目標の達成を目指す。

○多様な知が集う研究領域を設定し、研究者同士の密な交流による異分野融合を促進するとともに、研究総括の柔軟で機動的な領域マネジメントにより成果を最大化。
＜参考＞「第6期科学技術・イノベーション基本計画」（令和３年３月26日閣議決定）

・戦略的創造研究推進事業については、2021 年度以降、若手への重点支援と優れた研究者への切れ目ない支援を推進するとともに、人文・社会科学を含めた幅広い分野の研究者の結集と融合により、ポストコロナ 
時代を⾒据えた基礎研究を推進する。また、新興・融合領域への挑戦、海外挑戦の促進、国際共同研究の強化へ向け充実・改善を行う。

      「経済財政運営と改革の基本方針2025」（令和７年６月13日閣議決定）
・研究時間の確保や生産性向上による基礎研究力の抜本的な強化に向け、科学技術政策全般のＥＢＰＭを強化しつつ、教育・研究・ガバナンスの一体改革を推進する。物価上昇等も踏まえつつ運営費交付金や  
私学助成等の基盤的経費を確保する。科研費等の競争的研究費の充実を通じた研究力の一層の強化に取り組むべく、支援の在り方を検討する。

科学技術振興機構

卓越した人物を研究総括として選抜

戦略的創造研究推進事業(新技術シーズ創出)
事業内容

研究チームの
公募・選定

研究領域

アドバイザー研究総括

〈研究チーム〉

トップ研究者が率いる複数のチームが
研究を推進(チーム型)
●研究期間：５年半
●研 究 費 ：1.5～5億円程度/チーム (※1)
●令和８年度新規採択予定：58課題
●発足年度：平成７年（前身事業） (※2)

これまでの成果

研究領域
(プロジェクト)

卓越したリーダーによる独創的な研究の
 推進・新分野の開拓(総括実施型)
●研究期間：５年程度
●研 究 費 ：上限12億円程度／1プロジェクト(※1)
●令和８年度新規採択予定：3課題
●発足年度：昭和56年（前身事業） (※2)

個人研究者の
公募・選定

領域会議

個人
研究者

研究総括

研究領域

アドバイザー

若手研究者が異分野ネットワークを
形成し、挑戦的な研究を推進(個人型)
●研究期間：３年半
●研 究 費 ：3～4千万円程度/人 (※1)
●令和８年度新規採択予定：169課題
●発足年度：平成３年（前身事業） (※2)

研究者
研究グループ 研究グループ

研究
代表者

研究領域の選定、研究総括の選任

文部科学省

戦略目標の策定・通知

研究総括

研究領域

アドバイザー

領域会議

個人
研究者

博士号取得後8年未満の研究者の
「個の確立」を支援

●研究期間:２年半
●研 究 費：0.5～1.5千万円程度/人 (※1)
●令和８年度新規採択予定：115課題
●発足年度：令和元年

研究総括

※2:平成14年に本事業のプログラムとして再編成

【戦略目標の例】

●基礎量子科学技
術研究がドライブす
る量子未踏領域の
開拓

●持続可能社会につ
なげる超寿命マテリア
ルの創出

●デジタル時空間拡張

●拡張五感と認知

●生体環境インタラク
ション～生物とエクス
ポソームの相互作用
の解明～

※1:研究費(直接経費)は、研究期間通しての総額

個人研究者の
公募・選定

（担当：科学技術・学術政策局研究開発戦略課戦略研究推進室）12

＜顕著な成果事例＞

○Top10%論文(論文被引用数が上位10%)の割合が17%程度(日本全体
平均は９％)を占めるなど、インパクトの大きい成果を数多く創出。
○クラリベイト・アナリティクス引用栄誉賞を15名輩出するなど、トップレベル研究者
を多数輩出。

※運営費交付金中の推計額

令和8年度予算額 441億円

（前年度予算額 438億円）

令和８年度予算のポイント

2025年ノーベル生理学・医学賞受賞 坂口 志文 大阪大学 特任教授（さきがけ、CREST等）

2025年ノーベル化学賞受賞 北川 進  京都大学 特別教授（ERATO等）
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戦略的創造研究推進事業（マテリアル分野の具体例）
Ｒ2

2020
Ｒ3

2021
Ｒ4

2022
Ｒ5

2023
Ｒ6

2024
Ｒ7

2025
Ｒ8

2026
Ｒ9

2027
Ｒ10
2028

Ｒ11
2029

Ｒ12
2030

Ｒ13
2031

Ｒ14
2032

Ｒ15
2033

戦
略
目
標

21年度～CREST【未踏物質探索】元素戦略を基軸とした未踏の多元素・複合・準安定物質探査空間の開拓

25年度～CREST【ゆらぎ材料】ゆらぎの導入・制御による機能性材料の創製

24年度～CREST【材料創製と循環】材料創製および循環プロセスの革新的融合基盤技術の創出とその学理構築

24年度～CREST【光融合】光と情報・通信・センシング・材料の融合フロンティア

23年度～CREST【ナノ物質半導体】半導体デバイス構造の活用基盤技術

23年度～CREST【量子フロンティア】量子・古典の異分野融合による共創型フロンティアの開拓

21年度～CREST【分解と安定性】分解・劣化・安定化の精密材料科学

20年度～CREST【自由配列システム】原子・分子の自在配列・配向技術と分子システム機能

20年度～CREST【情報担体】情報担体を活用した集積デバイス・システム

19年度～CREST【革新光】独創的原理に基づく革新的光科学技術の創成

19年度～CREST【ナノ力学】革新的力学機能材料の創出に向けたナノスケール動的挙動と力学特性機構の解明

18年度～CREST【トポロジー】トポロジカル材料科学に基づく革新的機能を有する材料・デバイスの創出

17年度～CREST【熱制御】ナノスケール・サーマルマネージメント基盤技術の創出

17年度～CREST【革新材料開発】実験と理論・計算・データ科学を融合した材料開発の革新

25年度～さきがけ【ゆらぎ材料】ゆらぎの理解と制御による材料革新

24年度～さきがけ【材料創製と循環】材料の創製および循環に関する基礎学理の構築と基盤技術の開発

24年度～さきがけ【光融合】光でつなぐ情報と物理の融合分野の開拓

23年度～さきがけ【ナノマテリアルデバイス】新原理デバイス創成のためのナノマテリアル

23年度～さきがけ【量子フロンティア】量子・古典の異分野融合による共創型フロンティアの開拓

22年度～さきがけ【量子協奏】物質と情報の量子協奏

21年度～さきがけ【サステナブル材料】持続可能な材料設計に向けた確実な結合とやさしい分解

21年度～さきがけ【未来材料】物質探索空間の拡大による未来材料の創製

20年度～さきがけ【自由配列】原子・分子の自在配列と特性・機能

20年度～さきがけ【情報担体】情報担体とその集積のための材料・デバイス・システム

19年度～さきがけ【革新光】革新的光科学技術を駆使した最先端科学の創出

19年度～さきがけ【ナノ力学】力学機能のナノエンジニアリング

19年度～さきがけ【量子力学処理】量子情報処理技術基盤の創出

25年度～さきがけ【量子物質】量子物質

24年度～ERATO【ゲル】 酒井複素ゲル

24年度～ERATO【量子】 竹内量子もつれ

23年度～ERATO【エネルギー】 沙川情報エネルギー変換

23年度～ERATO【核力】 関口三体核力

22年度～ERATO【磁性】 内田磁性熱動体

22年度～ERATO【電子顕微鏡】 柴田超原子分解能電子顕微鏡

21年度～ERATO【ラマン】 片岡ラインX線ガンマ線イメージング

21年度～ERATO【触媒】 野崎樹脂分解触媒

20年度～ERATO【物質空間】 山内物質空間テクノ二クス

19年度～ERATO【化学反応】 前田化学反応創成知能

26年度～CREST【超寿命マテリアル】持続可能社会につなげる超寿命マテリアルの創出

26年度～さきがけ【超寿命マテリアル】超寿命マテリアルの創出に向けた機構解明と技術革新

13



経済安全保障重要技術育成プログラム（K Program）令和4年度第2次補正予算額

背景・課題 

事業内容

【資金の流れ】

補助金

文部科学省

大学
国立研究開発法人
民間企業等

JST（基金）

委託

プログラムの特徴

•基礎研究から一歩進んだ応用以降のレベルを主要ターゲット。

•基金により、複数年度にわたり柔軟かつ機動的に研究開発を支援。
資金配分機関を通じ個別技術、システムを公募。

•研究成果は、民生利用のみならず、成果の活用が⾒込まれる関係
府省において公的利用につなげていくことを指向。国主導による研
究成果の社会実装や市場の誘導につなげていく視点を重視。また、
技術成熟度や技術分野に応じた適切な技術流出対策を導入。

AIや量子など革新的かつ進展が早い技術の出現により、科学技術・イノベーションの推進が国際競争の中核となっており、そうした中、我が
国が技術的優位性を高め、不可欠性の確保につなげていくためには、研究基盤を強化することはもちろんのこと、市場経済のメカニズムのみ
に委ねるのではなく、国が強力に重要技術の研究開発を進め、育成していくことが必要。令和３年度より本プログラムの検討を進め、
令和４年９月に支援対象とすべき技術を示す研究開発ビジョン（第一次）を決定。

新たな技術のシーズやニーズの台頭、常に変遷する国際情勢・社会情勢等を踏まえ、機動的かつ柔軟な支援を行うためには、研究開発ビ
ジョンを不断に見直し、本プログラムで支援対象とすべき技術を追加・修正していくことが必要。先端的な重要技術の育成を加速するため
、令和５年８月に支援対象とすべき技術を追加した研究開発ビジョン（第二次）を決定。加えて、有事に向けた食料安全保障の強化の
ため、令和７年３月に研究開発ビジョン（第二次）を一部改定し、肥料成分の有効活用・省肥料化・肥料生産等に関する技術を支援
対象技術に追加。

1,250億円

○経済安全保障の強化推進の観点から、内閣府主導の下で関係府省、文部科学省及び経済産業省が連携し、国のニーズを踏まえて
シーズを育成するための研究開発ビジョンに基づき、我が国が確保すべき先端的な重要技術の研究開発から実証・実用化までを支援。

（令和3年度補正予算額 1,250億円）

成
果

・・・
フェーズ２ ステージゲート

双方向の意思疎通 双方向の意思疎通

関係省庁が関わる仕組み（官民協議会等による伴走支援）

プロジェクトごとに適切な技術流出対策を措置

ステージゲートフェーズ１

ステージゲートフェーズ１ フェーズ２ ステージゲート

【プログラム推進イメージ】
プログラムの取組

成果の活用

【研究開発ビジョン（第一次）（令和4年9月16日 経済安全保障推進会議・統合イノベーション戦略推進会議決定）】
・「先端的な重要技術（AI、量子等）」と「社会や人の活動等が関わる場としての領域（海洋、宇宙・航空等）」の掛け合わせを考慮。２７の重要技術を定める。
（支援対象とする技術）海洋領域：７技術、宇宙・航空領域：１４技術、領域横断・サイバー空間領域、バイオ領域：６技術

各
省
庁
の
取
組

【研究開発ビジョン（第二次）（令和5年8月28日（決定）、令和7年3月7日（一部改定） 経済安全保障推進会議・統合イノベーション戦略推進会議決定）】
・領域横断・サイバー空間領域、バイオ領域等に関する取組を抜本的に強化するため２４の重要技術を追加。
（支援対象として追加する技術）海洋領域：３技術、宇宙・航空領域：４技術、サイバー空間領域：４技術、領域横断：９技術、バイオ領域：４技術
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経済安全保障重要技術育成プログラム（マテリアル分野）
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AI for Science 革新的研究推進事業（ARiSE*）  令和7年度補正予算額 320億円

「AI for Science による科学研究革新プログラム」

目的

➢ 「AI for Science の推進に向けた基本的な戦略方針」に定められた具体的アクションを先導するフラグシップ事業として、我が国の強
みを最大限に活かせる重点分野及び戦略ターゲットへの集中投資による世界を先導する科学研究成果の創出並びに世界トップレベ
ルの研究機関・研究者との戦略的な国際連携等を推進。

➢ 我が国がAI for Scienceにおいて、技術的不可欠性と戦略的自律性を確立し、不可欠な国際研究パートナーとなり、もってAI for 
Science先進国の地位を築くことを目指す。

事業内容

• 戦略方針に基づき戦略ターゲットを設定し、集中投資を行うことにより、複
数の研究開発課題を束ねたポートフォリオからなる世界から顔が⾒えるフラ
グシップ事業として、科学基盤モデル、AIエージェント、次世代AI駆動ラボ
システムなどの開発を一体的に推進

• 産学の共同により先駆的取組を早期実装・ビジネス化、イノベーション創
出

• すでに準備、試行開始している取組を対象

戦略ターゲット型

• 新興・融合分野や戦略方針に定められた重点分野を含むあらゆる分野を
対象として、研究力の高い同盟国・同志国等との戦略的な国際連携等
により、世界と伍する研究チームを構築し、AI for Science に係る独創
的な研究やツール開発・高度化などを推進

• 新たな勝ち筋の探求、国際的なチャレンジへの参画や国際ベンチマークで
の高スコアの達成などの国際トップリーグへの参画を目指す

国際・融合型

* AI to Redesign Scientific Exploration

◆３年後までに達成すべきターゲット
①新素材開発速度従来比10倍の潜在力を有するAI駆動マテリアル開発
システムの実現

②大規模なデータ取得等を通じて、高機能なバイオ製品や創薬の高効率
設計に貢献するバイオ生成基盤モデルを開発

③大型研究施設・研究装置における自動自律化等、大量データの分析能
力向上に資するAIエージェント・AI基盤モデル開発

• 支援スキーム：科学技術振興機構からの委託

• 事業実施期間：～令和10年度

• 支援対象：CO-PI体制（AI研究者及びドメイン研究者）

• 資金配分：研究進捗に応じ、追加配賦もあり得る

• データ：データマネジメントプランの策定

◆予算規模・採択課題数（※１）

①30億円程度×１課題程度／30億円程度×１課題程度／
10億円程度×４課題程度

②20憶円程度×３～４課題程度
③20憶円程度×１～２課題程度

◆予算規模・採択課題数
• ２億円程度×20課題程度

そのほか公募にむけた共通事項

◆スケジュール（予定）（※２）

• 募集期間：～6月30日
• 選考期間：7月上旬～9月下旬
• 研究開始：10月以降（※１）詳細はARiSE基本方針（令和８年４月文部科学省研究振興局）を参照 （※２）詳細はJST HPを参照

https://www.mext.go.jp/a_menu/kaihatu/jouhou/mext_03502.html
https://www.mext.go.jp/a_menu/kaihatu/jouhou/mext_03502.html
https://www.jst.go.jp/program/arise/koubo.html


２．今後のマテリアル関連施策における取組の方向性について



日本成長戦略・マテリアル推進方策を踏まえた文部科学省の今後の取組方針

⚫希少元素の削減・代替や製錬・分離等に関する
革新的研究開発の推進

◆同盟国・同志国との連携も視野に、AI・ロボティクスや先進計算手法も
活用し、レアアースフリー化や革新的分離技術の開発等によるサプライ
チェーン構造の転換を通じて、希少元素に係るチョークポイントからの脱
却と不可欠性の確保につなげる。

⚫我が国のマテリアル研究の中核拠点としての
物質・材料研究機構（NIMS）の機能強化

◆マテリアル分野で「勝ち続ける」ため、卓越
した研究成果の創出と技術シーズの徹
底した社会実装を推進

◆国内外の優秀な人材を惹きつけるため、
研究環境整備や処遇改善、若手研究
者等の獲得・育成

◆国のニーズに基づく重要技術シーズを生
み出し続ける人材輩出、産学官連携の
ハブ強化に向け、セキュアな環境を確保
したオフキャンパス・オフサイト機能を構築

ハブ機能

セキュアな環境

世界をリード
する研究成果

世界をリードする研究者の育成や研究拠点の形成

18

レアアースフリーの
新物質探索を加速

AIやロボットで高速開発

サイエンスによる資源リスク克服と産業競争力強化の両立

⚫マテリアルDXプラットフォームの発展及び
AI駆動型マテリアル研究開発基盤の確立

◆AI for Science基金事業にお
けるマテリアル分野の戦略ター
ゲット設定（新素材開発速度
従来比10倍の潜在力を有す
るAI駆動マテリアル開発システ
ムを実現）

◆マテリアルDXプラットフォームの
発展

◆同盟国・同志国との国際連携
研究を推進（米、欧、シンガ
ポール等）

AI for Materialsによるマテリアル研究開発の革新

⚫将来のAI for Materialsを支える基盤となる
  マテリアル×AI人材の育成・確保

世界を先導するマテリアル×AI人材の確保

◆大学院レベルに対するマテリアル×AI研
究能力の涵養を目指し、学協会や研
究機関のコンソーシアムを形成して標
準カリキュラム・教材の開発や教育を
実践

◆2030年までにマテリアル×AI人材を必
要な規模で輩出すべく、産業界からの
教員招聘など、実践的なAI駆動型研
究を推進・教育できるマテリアルAI研
究者を拡充

教材データセット構築

産業界からの教員招聘

AI for Materialsで加速
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マテリアルDXプラットフォームの発展による「AI for Materials」の加速

◆ R3年度より、マテリアル分野の研究DXに向けて、データの①創出、②蓄積、③利活用までを一体的に推進する
「マテリアルDXプラットフォーム」を構築

◆ R8年度より、「AI for Scienceによる科学研究革新プログラム」などを通じてAI駆動型研究開発を加速させる

データ基盤

オープン領域
クローズ領域

物質・材料研究機構
データ中核拠点

• 研究データをオープン・クローズ領域
ごとに共有・活用

• AI解析までを可能とするシステムを実現

データサイエンス的手法を取り入れた次世代
の拠点型研究開発プロジェクト

データ創出・活用型
マテリアル

研究開発プロジェクト

データ活用促進

材料創製

理論計算 計測評価

• 全国26の大学・研究機関の先端共用設
備を整備・高度化

• 共用設備から創出されたデータを利活用
可能な形式で蓄積・提供

マテリアル先端
リサーチインフラ

つくる

ためる

つかう

基盤モデル
開発

AI駆動ラボ
システム開発

AIエージェント
開発

かそく
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マテリアル分野を牽引する国研として、国のニーズに基づく重要技術シーズを生み出し続ける人材輩出機能、重要技術シーズの
社会実装を加速する産学官連携のハブ機能を強化し、マテリアル分野から我が国の経済・国家安全保障の確保に貢献

３D積層造形による国産ジェットエンジンへの貢献

次世代蓄電池、省レアアース磁石、耐熱超合金、
高温超伝導線材、次世代エッジ半導体 (beyond 1nm)

ジスプロシウムフリー磁石開発

物質・材料研究機構（NIMS）の機能強化

・熱防護用セラミックス基複合材の創製
極超音速次世代宇宙往還機の熱防護材

  他 累計25課題採択

経済・国家安全保障上の重要技術シーズ群

NIMS発の重要技術シーズを創出し続け
民間企業等との協働によって徹底した社会実装を加速

オフキャンパス・オフサイト機能の構築 / 戦略的な人材育成

オフキャンパス・オフサイト機能の下で
国力の維持・増強に直結する優秀人材を育成

安全保障技術研究推進制度 デュアルユース

重要技術シーズの社会実装に向けた産学官連携のハブ機能強化、国
力の維持・増強に直結する戦略技術領域の人材確保が国研に期待さ
れるところ、高セキュア環境のオフキャンパス・オフサイト機能の構築が有効

◆ マテリアル分野に特化した我が国唯一の国研であるNIMSには、革新的な技術シーズ群に加え、それを生み出し続ける世界トップレベルの研究人材や研究データが集中

◆ 重要な技術を産学官連携により守り育て、将来的な国力・安全保障の礎として活かすためには、 「成果を創り、守り、活かす」研究環境が不可欠

◆ 重要技術シーズの研究開発の推進及びその社会実装に向けた民間企業等との連携研究を加速するとともに、アカデミア等の優秀人材が経済・国家安全保障上の重要
技術の研究開発に参画できるオフキャンパス機能を提供するため、高セキュアな研究棟を整備し、マテリアル分野から我が国の経済・国家安全保障の確保を目指す

新研究棟

重要技術シーズを創り、守り、活かす「高セキュア環境」を整備

将来の国力を左右する重要先進材料技術がNIMSに集積

■企業との業界別水平連携や2者間共同研究
・共同研究件数：210件/年
・民間資金獲得額：15.6億円/年

■多様な機関との人材交流によるエコシステム形成
・国内外の大学との連携協定による大学院生の研究指導

NIMS連携大学院 博士号取得者数：670名2004年以降

・国内の優秀な研究人材をNIMSに結集

66大学等から年間294名の教員、学生を受け入れ

出典：経済産業省 産業構造審議会 イノ
ベーション・環境分科会 イノベーション小
委員会（令和8年3月19日）資料４－３
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異次元のマテリアルAI人材育成

業
界
代
表

棟梁

独り立ち

見習い

リテラシー

国プロ等の企画・運営による
自律的な成長

年間3万人育成体制
“５年後には「マテリアルAI人材」という言葉を無くせるまでに一般化”
マテリアル関係修士・博士卒全員1.7万人＋リスキリング＜見習い～独り立ち＞1.3万人

年数百人
人数よりも戦略的配置

年2千人
 マテリアル系博士全員＋リスキリング

年2.8万人
マテリアル系修士全員+リスキリング

• モデルカリキュラム策定体制の
構築

• オンライン教材等の整備
•教育・学習プログラム提供主体
（大学・業界団体等）への支援

国研（NIMS・産総研等）、大学、

産業界等での研究従事を通した実

践的な独り立ち・棟梁レベルの育成

体制の構築

文科省数理・データサイエンス・AI教育
認定プログラム（MDASH）応用基礎
レベルの必修化推奨

•オープンバッジ化
•産業界等と連携した
受講促進

• AIを前提としたマテリアル研究開発の
基本的な考え方を理解

•実験・計算・文献データを機械可読に整理・
記録できる

• AI結果を鵜呑みにせず違和感に気づける

•一般的なAI・データサイエンスリテラシー

•複数テーマ・分野を俯瞰しAI適用すべき課題を設計
•再現性の高い研究開発ワークフローを構築・標準化
•独り立ち以下を指導し、組織横断で成果を出す

•自分のテーマをAI駆動で一気通貫に回せる
• ドメイン知識に基づきデータ取得・特徴量設計ができる
•実験・計算・AIの結果を技術的に説明できる

•技術・市場・時間軸を俯瞰し研究開発の方向性を判断
•協調領域と競争領域を設計し、産業全体を動かす
•共創・標準化・国際連携を主導する立場

出典：マテリアル革新力強化戦略推進方策
（令和8年6月12日）
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マテリアル×AI人材育成教育強化拠点コンソーシアム体制イメージ

総会
[会員機関、文科省]

運営会議

社会・国際的動向や政策を踏まえたコンソーシアム全体のミッション・活動計画の策定・⾒
直し、分科会の設置及びミッションの策定、分科会横断または分科会ミッションを超えた検
討事項への対応等を行うことを目的とする。

カリキュラム分科会

教材分科会

教育用DB分科会

リカレント教育推進分科会

モデルカリキュラムの策定・フォローアップに関する企画検
討。（数理・DS・AIコンソの流用とマテリアル×AIで新た
に策定する部分、マテリアル分野内で専門に即して細分
化する部分・共通化する部分など）

モデルカリキュラムに対応した教材の収集・開発、全大学
でオンライン履修できる環境の整備・単位化

実データ・実課題を収集・整備（場合によっては、実測
・データ化、学生実験等の活用）、大学等が活用できる
環境の整備。
（NIMSのRDEなどを活用）

大学・学協会などでのリ・スキリング教育の場の整備。
産業界のマテリアル×AI動向調査等。
[国研、学協会メイン]
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サイエンスによる資源リスク克服イニシアティブ（案）

•鉱山開発・製錬等の供給源多角化

•量産・加工等の技術開発

※経済産業省産業構造審議会製造産業分科会（2026年2月19日）資料２

製造・動脈

➢ 各省連携の下、サプライチェーン上のリスクを克服する革新的技術シーズを育成し、産学共同研究や実証・実装など橋渡しにつなげる。

➢ 資源リスク克服の観点から、研究開発等を通じて、製錬などに必要とされる分野の研究開発人材を育成する。

文科省に期待されること
～アカデミアの「知」を戦略的に誘導し、
革新的な技術シーズを切れ目なく創出～

【４つのポイント】

代替・削減
希少元素・化石原料を
使わない・減らす

製錬・分離・精製
狙った元素・分子を

取り出す

環境・安全
低環境負荷・安全な
プロセスで性能実現

循環
回収・再利用・

再設計で資源を回す

【戦略分野】
マテリアル

（重要鉱物・部素材）
AI・半導体

量子
合成生物学・バイオ
デジタル・サイバー
セキュリティー
資源・エネルギー
安全保障・GX
防衛産業

背景・課題

レアアース ベースメタル

➢ 希少元素や石油化学原料はサプライチェーンの多くを特定国・地域に依存、輸出管理措置等による供給不安が顕在化

➢ AI・データセンター等による需要増により、ありふれたベースメタルでさえリスク化する可能性

取組

• 廃棄物等の適正処理・リサイクル推進

• 資源の再資源化に係る技術開発 等

循環・静脈

• 目標設定、技術シーズの

橋渡し等による各省連携

総合調整

• アカデミアによる新原理・革新的技

術シーズの創出、人材育成

技術シーズ

• 2035年までに
銅の需要が倍増

• 供給が追いつかず
、150-990万tの
供給不足になると
予測も

※経済産業省「今後の鉱物資源政策の方向性について」（2024年６月）

…

◼ 我が国は、産業活動に必要な資源の多くを特定国・地域に依存しており、常に地政学リスクによる資源問題を抱えている状況

◼ 戦略分野を支える危機管理投資として、先手を打つべくシーズの源泉である基礎・基盤研究にも投資することで、我が国の“技
術”と“人材”の基盤を確保し、サイエンスの力で我が国の構造的な資源リスクの克服と産業競争力強化を両立

※なお、ここでの「ホルムズ依存度」
は、ホルムズ海峡内に油田を有する
国からの輸入の割合を示している

原油
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資源リスク克服マテリアル創生・実装に向けた関係省庁連携

• 基礎・基盤研究振興によるシーズ創出

• 革新的技術開発を支える人材育成

• 需給見通し、産業ニーズ

• 鉱山開発、国家備蓄、供給源多角化

• 製錬・分離精製、量産・加工などに係

る技術開発、設備投資支援

• 廃棄物処理・リサイクル制度

• 資源の回収・確保などに係る研究開

発、実証、設備投資支援

• マテリアル戦略有識者会議の事務局

• 施策の把握、ターゲット設定、施策の

ポートフォリオ調整、成果の橋渡し

資源リスク克服マテリアルの創生・実装を目指し、
基礎研究から実証・実装・国際連携までを府省横断で一気通貫に接続し、
資源リスクの克服と産業競争力強化の両立を目指すべく、イノベーション政策の観点から、
マテリアル戦略有識者会議において、関係省庁連携体制を構築・フォローアップ

脱炭素エネルギー実現 水素、フュージョン等の脱炭素技術を支える重要資源の代替・低減に資する革新的部素材を開発

資源需要緩和 AI・データセンター、EV等で増大する電力・資源需要を緩和する熱マネジメント技術を開発

特定国依存克服
特定国依存の希少資源等の代替、低減、循環利用等により依存度を下げる技術を開発
製錬・分離精製等に対し、低コスト・低環境負荷で必要資源を取り出す技術を開発

資源リスク克服マテリアル創生・実装に向けたテーマ例

出典：マテリアル革新力強化戦略推進方策
（令和8年6月12日）



＜参考＞



政策文書中の記載 (1)

• マテリアルは、エレクトロニクス、ライフサイエンス、環境・エネルギー等の幅広い産業課題・社会課題を解決
に導く分野横断的な基盤技術であり、その研究開発力は我が国の国際競争力の源泉である。

第３章 技術領域の戦略的重点化

2.新興・基盤技術領域 

(1)基本的な考え方 

先端科学技術の中でも、我が国の経済・社会の発展、国民の福祉の向上、さらには世界の科学技術の進歩、人類社会の持続的な発展へ
の貢献などの観点から、 総合的な安全保障などの動向・情勢や我が国の科学技術の立ち位置も踏まえつつ、急速に発展しつつあり、将来の
我が国の科学技術をけん引するような潜在力を有する新興技術や基盤技術17の領域を対象とする。

〇先端機能材料技術、磁石・磁性材料技術といった製造・マテリアル（重要 鉱物・部素材）関連技術

第7期科学技術・イノベーション基本計画（令和8年3月27日 閣議決定）

第２章 日本の成長力強化と安全・安心の確保

１．「強い経済」の実現

（１）「日本成長戦略」の推進

「成長戦略」を強力に推進する。同戦略に盛り込まれた全ての具体的施策を着実に実行に移し、大胆な官民投資を実現する。

（略）

17の戦略分野における62の主要な製品・技術等の官民投資ロードマップに盛り込んだ施策パッケージを着実に実行する。

（略）

「成長戦略」に記載した８つの分野横断的課題へ対応するための施策パッケージを着実に実行していく。

経済財政運営と改革の基本方針2026（令和８年７月21日 閣議決定）
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政策文書中の記載 (2)

Ⅱ．17の戦略分野における官民投資の促進 ２．62の主要な製品・技術等の官民投資ロードマップの実行
（９）マテリアル（重要鉱物・部素材）
サプライチェーンを俯瞰し、重要鉱物の代替供給源確保や、研究開発を含む部素材の生産サプライチェーンの強靱化、「循環経済行動計画
」に基づく再生材確保により自律性を確保するとともに、ＡＩ等を活用した新製法・新素材技術開発により不可欠性の確保を進めていく。
①永久磁石 ⅳ）主な施策
・リサイクル（回収・選別・取出・分離・精製）の技術開発を支援するとともに、スキームを確立する。
・省レアアース・レアアースフリー化を含め、技術開発や生産設備の増強を支援する。
③革新的金属部素材 ⅳ）主な施策
・航空機エンジン向け高機能金属等について、革新的金属部素材の素材探索に加え、量産・加工技術の確立に向けた技術開発及び設備
投資を支援する。
・革新的金属部素材に必要な希少原材料の確保に資するリサイクル技術開発、設備投資及びサプライチェーン構築を支援する。
④低炭素金属部素材（鉄鋼以外） ⅳ）主な施策
・レアメタルリサイクルの技術開発、設備投資を進めプロセス転換を支援する。
⑥ＡＩ等を活用した複合新素材 ⅳ）主な施策
・同業の素材企業や下流のユーザー企業にもまたがり、複数者で協調して複合新素材を開発するため、秘匿計算技術等を用いたＡＩ駆動
型の素材開発プロジェクトを推進するとともに、研究開発設備の転換や、アカデミアを含む研究開発能力の維持・強化に向けたデータセット構
築、人材育成等の周辺環境の整備を支援する。

Ⅲ．８つの分野横断的課題の解決 １．新技術立国・競争力強化
ⅲ）新技術立国の実現とグローバル市場の獲得・経済安全保障の強化
（「技術で勝ってビジネスでも勝つ」新技術立国の実現）
国研の国家的課題に向けたミッションを明確化し、国家安全保障に資するデュアルユース技術等の研究開発のためのセキュアなオフキャンパス
拠点を整備するなど、プラットフォーム機能を強化するとともに、産業技術総合研究所のベンチャーキャピタル（ＶＣ）への出資機能の追加、
それも活用した国研の技術シーズの普及に取り組む。また、国研等の研究開発に係る調達手続の運用柔軟化を検討するほか、老朽化した
施設・設備の戦略的整備・更新により研究基盤を更に強化する。

日本成長戦略（令和８年7月21日 閣議決定）

27



政策文書中の記載 (３)

２．知の基盤としての「科学の再興」

（７）国立研究開発法人の改革

• 2030年度を目途に、産学官の多様な研究者が参画できるオフキャンパス機能を提供し、国家安全保障に資するデュアルユース技術等の研究開発を担う基盤（施設・設
備・研究人材）となるセキュアな拠点を整備する。

• 国立研究開発法人物質・材料研究機構（ＮＩＭＳ）において、国のニーズに基づく重要技術シーズを生み出し続ける人材輩出や重要技術シーズの社会実装を加速す
る産学官連携のハブ強化に向けて、セキュアな環境を確保したオフキャンパス・オフサイト機能の整備を推進する。

３．技術領域の戦略的重点化

（２）17の重要技術領域

⑧製造・マテリアル（重要鉱物・部素材）関連技術

（現状認識）

製造・マテリアル関連技術は、我が国の輸出額の２割強を占めるマテリアル産業を支え、ＡＩ、量子、バイオ、半導体、電池、自動車等の重要技術領域における産業課題・社会
課題を解決に導く、我が国の国際競争力の根幹をなすものである。「マテリアル革新力強化戦略推進方策」（令和８年６月12日マテリアル戦略有識者会議）を踏まえ、知のバ
リューチェーンを構築し、不可欠性を有する素材開発、リサイクルによる重要物資の確保などの経済安全保障の強化、ＧＸ、循環経済への移行及び国土強靱化を推進する必要
がある。

（特に重点を置くべき施策）＜17の戦略分野において推進する施策＞

• 従来比10倍のマテリアル開発速度の実現を目指し、ＡＩ駆動マテリアル開発拠点形成、異次元のマテリアルＡＩ人材育成、ＡＩ駆動マテリアル先進国ブランドの形成等
を促進し、AI for Materialsを加速する。

• マテリアル・イノベーションの創出加速に向けて、産学官連携のハブとなるＮＩＭＳや国立研究開発法人産業技術総合研究所等の機能強化を図る。

• マテリアルデータのエコシステムであるマテリアルＤＸプラットフォームを発展させるとともに、ＡＩ駆動マテリアル開発システムの構築やマテリアルＡＩ人材の育成・確保等を通じ
てAI for Materialsを加速する。 

• 資源リスク克服と産業競争力強化の両立に向けて、レアアース等の希少資源の削減・代替や製錬・分離・回収、都市鉱山等からのリサイクル等に関する革新的研究開発を
推進する。

統合イノベーション戦略2026（令和7年7月14日 閣議決定）
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マテリアル・イノベーション創出に向けた
マテリアル革新力の強化

⚫ 産業課題・社会課題を解決に導く分野横断的な基盤であるマテリアル分野は、量子・AI・バイオ・半導体・フュージョンといった先端技術の発
展に必須であるとともに、我が国が高い技術力や産業シェアを有するなど、産学で世界的に優位性を保持する分野。

⚫ 一方、近年では我が国を取り巻く国際情勢が激変し、経済安全保障の確保等の新たな対応が必要となっている中で、アカデミアの研究力は
相対的に低下しているところ、世界で勝ち続けるためには、我が国の強みである良質な実験データ、高度な研究施設・設備、多様な人材を
生かし、データやAIを活用した研究のデジタルトランスフォーメーション（DX）による研究開発の効率化・高速化・高度化を実現するとともに、
マテリアル・イノベーションを絶えず生み出す源泉となる卓越したサイエンスやテクノロジーを創出する体制づくりが急務である。

現状・課題

令和8年度予算額 181億円

（前年度予算額 183億円）

令和7年度補正予算額 45億円

【新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画 2025年改訂版】（令和7年６月13日閣議決定)

マテリアル分野においてアカデミアの優れた知が産業界へとつながる「知のバリューチェーン」の構築を通じて我が国が勝ち続けるための新たな国家戦略に基づき、ＡＩ・ロボティクス等との融合によるマテリアルＤＸや革新的マテリアルの研究開発・社
会実装の加速、先端共用設備等の研究基盤整備、人材育成等に強力に取り組む。

【統合イノベーション戦略2025】（令和7年６月13日閣議決定）

• マテリアルは、分野横断的な基盤技術であるとともに、ＡＩ、バイオ、量子、半導体、電池等といった幅広い分野に飛躍的な技術の進展をもたらし、イノベーションを先導する重要な要素である。「マテリアル革新力強化戦略（令和７年６月４日
統合イノベーション戦略推進会議決定）」 に基づき、知のバリューチェーンの構築を通じてマテリアル・イノベーションを絶えず創出し、我が国の基幹産業であるマテリアル産業で勝ち続け、複合化する様々な社会課題に対応していく。 

• マテリアル・イノベーションの加速のため、ＡＩ・ロボティクスと融合した自動・自律実験システム等によるマテリアルＤＸを更に推進する。マテリアルデータ基盤を拡充するとともに、利活用を進め、データ駆動型研究開発による成果の創出を推進する。
「知」の橋渡しによるイノベーション創出のため、我が国の強みである多様なプレーヤーの連携を進めるとともに、マテリアル分野のスタートアップ育成エコシステムの構築を進める。 

• マテリアル・イノベーションの継続的な創出のため、基礎基盤的研究や人材育成、先端共用設備等の研究基盤整備を推進する。

＜2024年輸出総額（109兆円）内訳＞

○輸出総額の２割以上がマテリアル

（出典）財務省貿易統計

約24兆円

輸送用機器

工業素材

一般機械

電気機器

その他

事業内容
⚫ マテリアル分野の研究DXに向けて、研究データの①創出、②統合・管理、③利活用までを一体的に推進するマテリアルDXプラットフォームを構築。令和７年に改定された「マテリア
ル革新力強化戦略」を踏まえ、創出されたデータを機関の枠組みを超えて共用・利活用する仕組みを充実・強化するとともに、多様なプレーヤーの参画と連携を促進。さらにAI for
Materialsを推進し、AI等を活用した次世代のデータ駆動型研究方法を確立・普及することで、革新的なマテリアルの創出を図る。

●マテリアル先端リサーチインフラ（ARIM） 21.9億円（21.9億円）[10.1億円]
実施機関：R3～R12、採択件数：大学・国研等（26件） ※半導体基盤プラットフォームの構築を含む

全国26の大学等において先端設備の全国的な共用体制を整備しながら、創出したデータを
収集・蓄積することで、データの共用・利活用を推進。産学からのニーズが高い領域に関連す
るAI駆動・ハイスループット対応に資する先端共用設備の整備・高度化を図る。

①データ創出

●NIMSにおけるデータ中核拠点の形成 8.2億円（8.2億円）
※NIMS運営費交付金中の推計額

ARIM等で創出されたデータをセキュアな環境で蓄積・共用し、AI解析が可能なシステムを
実現。令和７年度から当該システムやツール群を用いたデータ共用・利活用の運用を開
始しており、データやAIを駆使した材料開発の効率化・高速化を引き続き推進。

②データ統合・管理

③データ利活用

（担当：研究振興局参事官（ナノテクノロジー・物質・材料担当）付）

●データ創出・活用型マテリアル研究開発プロジェクト（DxMT） 13.9億円（13.6億円）

実施機関：R4～R12、採択件数：大学・国研（５件）

従来の試行・経験型の研究開発手法にAI・データ活用によるデータ駆動型研究を取り入れた
次世代の研究方法を開発。研究成果の社会実装を⾒据え、産学の連携体制を構築し、革
新的なマテリアルの創出を目指す。

④人材育成・研究拠点整備等

●NIMSの機能強化に向けた取組等 102.3億円（103.2億円）[33.5億円]
※NIMS運営費交付金中の推計額含む

マテリアル分野において我が国が世界を先導すべく、職員の処遇改善等を実施することで優
秀な人材の育成・確保を図る。さらに、研究成果の社会実装や国際連携を推進するととも
に研究環境を整備することで、経済安全保障上重要なマテリアルの研究開発を加速。

●NIMSにおけるデータ駆動型研究の推進    34.9億円（36.1億円）[1.1億円]

※NIMS運営費交付金中の推計額

国際競争力の源泉となる技術基盤の構築に向け、中長期計画に基づく拠点研究プロジェク
トや政府課題に対応する重点研究プロジェクトを通じて、AI・データの活用による革新的マテリ
アルの研究開発を引き続き推進。

※[]内は令和７年度補正予算額

29


	既定のセクション
	スライド 0
	スライド 1
	スライド 2
	スライド 3
	スライド 4
	スライド 5
	スライド 6
	スライド 7
	スライド 8
	スライド 9
	スライド 10
	スライド 11
	スライド 12
	スライド 13
	スライド 14
	スライド 15
	スライド 16
	スライド 17
	スライド 18
	スライド 19
	スライド 20
	スライド 21
	スライド 22
	スライド 23
	スライド 24
	スライド 25
	スライド 26
	スライド 27
	スライド 28
	スライド 29


